
 

 

公益社団法人 田辺納税協会 役員の報酬等に関する規程 

 

第１章 総則 

 

第１条（目的） 

  本規程は、公益社団法人田辺納税協会（以下「本会」という。）定款第 21 条に基づ

き、本会の役員報酬及び費用の支払いに関する必要な事項を定めるものである。 

 

第２条（用語の定義） 

  本規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

 一 役員 定款第 15条に定める理事及び監事をいう。 

 二 常勤役員 役員のうち、事務局に常勤する理事をいう。 

 三 非常勤役員 役員のうち、常勤役員以外の者をいう。 

 四 報酬等 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律(以下「認定法」と

いう。)第５条第 13 号で定める報酬、賞与、その他役員としての職務遂行上の対価

として受ける財産上の利益及び退職手当(以下「退職慰労金」という。)をいう。 

  五 費用 職務の遂行に伴い発生する交通費、通勤手当、旅費(宿泊費を含む。)等の

経費をいう。 

 

第３条（報酬等の支給） 

  本会は、非常勤役員に対して、報酬等を支給しない。 

２ 本会は、常勤役員に対して、役員報酬を支給することができる。 

３ 本会は、常勤役員に対して、役員賞与を支給することができる。 

４ 本会は、常勤役員の退職に当たって、その任期に応じ、退職慰労金を支給すること

ができる。 

 

第２章 常勤役員の報酬 

 

第４条（常勤役員報酬の額の決定） 

  本会の常勤役員の報酬月額は、別表１の常勤役員俸給表を上限とし、会長が、常勤

役員俸給表のうちから理事会の承認を得て常勤役員の報酬月額を決定し、支給する。 

 

第５条（常勤役員報酬の支給） 

  常勤役員報酬の支給日、支給方法等、支給に関する詳細は、別に定める職員給与規

程に準ずる。 

 

第３章 常勤役員の賞与 

 



 

 

第６条（常勤役員賞与の額の決定） 

  本会の常勤役員の賞与の額は、別表２の常勤役員賞与基準に基づき、会長が、理事

会の承認を得て決定し、支給する。 

 

第７条（常勤役員賞与の支給） 

  常勤役員の賞与の支給日、支給方法等、支給に関する詳細は、別に定める職員給与

規程に準ずる。 

 

第４章 常勤役員の退職慰労金 

 

第８条（常勤役員の退職慰労金の支払対象） 

  常勤役員の退職慰労金は、常勤役員として円満に勤務し、かつ任期満了、辞任又は

死亡により退任した者に支給するものとし、死亡により退任した者については、その

法定相続人に支払うものとする。 

 

第９条（退職慰労金の額の決定） 

  退職慰労金は、次の各号をそれぞれ乗じた額とする。 

 一 退任時の最終常勤役員報酬月額 

 二 常勤役員在任年数。 

   勤続における 1 年未満の端数月は月割り計算とする。1 か月未満の端数日数につい

ては、15日以上は切り上げて1か月とし、15日未満は切り捨てる。 

２ 退任する常勤役員がその在任中特に功労が顕著であったと認められる場合には、前

項で計算した額の50％の範囲内で特別加算を支給することができる。 

３ 常勤役員が、辞任勧告又は解任により退任した場合には、総会の決議により、第１

項で計算した額を減額若しくは支給しないことができる。 

 

第 10条（退職慰労金の支払い） 

  退職慰労金は、会長が、理事会の承認を得て決定し、退任の日より１か月以内に支

給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、前条第２項の特別加算を支給する場合には、会長が、理

事会の承認を得て決定し、総会の承認を得て支給する。 

 

第５章 費用 

 

第 11条（費用） 

  本会は、役員がその職務の遂行に当たって負担した費用については、これを請求の

あった日から遅滞なく支払うものとし、また、前払いを要するものについては、前も

って支払うものとする。 

２ 役員の出張に伴う旅費については、旅費規程に準じて支払う。 



 

 

３ 常勤役員には、その通勤の実態に応じて通勤手当を支給し、その計算方法は職員給

与規程に準ずる。 

第６章 雑則 

 

第 12条（公表） 

  本規程は、本会における認定法第20条第１項に定める報酬等の基準として定めるも

のであり、これを公表する。 

 

第 13条（規程の改正） 

  本規程は、総会の決議によって改正することができる。 

 

第 14条（その他の事項） 

  本規程の実施に関する必要な事項は、会長が、理事会の承認を得て別に定める。 

 

附 則 

１．本規程は、公益社団法人の設立登記の日（平成 23年４月１日）から施行する。 

２．常勤役員の退職慰労金については、施行後に退任する常勤役員に対して適用する。 

３．平成25年５月 27日改正施行 

 

 なお、賞与基準の計算式における「１」は、夏季賞与及び年末賞与の合計 1 か月とし

て適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

＜別表１：常勤役員俸給表(単位：円)＞ 

号 俸 月 額 号 俸 月 額 号 俸 月 額 号 俸 月 額 

第１号 250,000 第19号 340,000 第37号 430,000 第55号 520,000 

第２号 255,000 第20号 345,000 第38号 435,000 第56号 525,000 

第３号 260,000 第21号 350,000 第39号 440,000 第57号 530,000 

第４号 265,000 第22号 355,000 第40号 445,000 第58号 535,000 

第５号 270,000 第23号 360,000 第41号 450,000 第59号 540,000 

第６号 275,000 第24号 365,000 第42号 455,000 第60号 545,000 

第７号 280,000 第25号 370,000 第43号 460,000 第61号 550,000 

第８号 285,000 第26号 375,000 第44号 465,000 第62号 555,000 

第９号 290,000 第27号 380,000 第45号 470,000 第63号 560,000 

第10号 295,000 第28号 385,000 第46号 475,000 第64号 565,000 

第11号 300,000 第29号 390,000 第47号 480,000 第65号 570,000 

第12号 305,000 第30号 395,000 第48号 485,000 第66号 575,000 

第13号 310,000 第31号 400,000 第49号 490,000 第67号 580,000 

第14号 315,000 第32号 405,000 第50号 495,000 第68号 585,000 

第15号 320,000 第33号 410,000 第51号 500,000 第69号 590,000 

第16号 325,000 第34号 415,000 第52号 505,000 第70号 595,000 

第17号 330,000 第35号 420,000 第53号 510,000 第71号 600,000 

第18号 335,000 第36号 425,000 第54号 515,000   

＜別表２：常勤役員賞与基準＞ 

  常勤役員賞与 ＝ 月額役員報酬(注) × １（6月 0.5・12月 0.5) 

 (注)月額は当年度月額報酬とする。 


